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過去 3 年の学習状況調査からみえる北大生の特徴
—2014 年 IR プロジェクト活動報告—

徳 井　美智代 1)**，宮 本　淳 1)，山 田　邦 雅 2)，細 川　敏 幸 2)

1) 北海道大学高等教育推進機構高等教育研究部門 IR ネットワーク推進室
2) 北海道大学高等教育推進機構高等教育研究部門 教育評価グループ

Learning Situation of Undergraduates in Hokkaido University
analyzed by Questionnaire Survey over Three Years

—Activity Reports of IR Network Project Team in 2014—

Michiyo Tokui,1)*  Atsushi Miyamoto,1)  Kunimasa Yamada2)  and  Toshiyuki Hosokawa2)

1) IR Network Project Team, Institute for the Advancement of Higher Education, 

Hokkaido University

2) Teaching Support Group, Institute for the Advancement of Higher Education, 

Hokkaido University

Abstract ─ Institutional research (IR) is an important activity in Japanese universities. In this 
study, to analyze the learning situation of students, we used a questionnaire translated from English. 
This research was conducted as part of a program involving eight universities (Hokkaido Univer-
sity, Ochanomizu University, University of the Ryukyus, Osaka Prefecture University, Tamagawa 
University, Doshisha University, Kwansei Gakuin University and Konan University) financed by a 
five-year grant from the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology of Japan. 
The same questionnaire was used at all eight universities to survey  the learning situation of first- 
and third-year students. Most of the questionnaire items were translated to Japanese from the Col-
lege Senior Survey (CSS) of the Higher Education Research Institute of UCLA.
     In this paper, we present the survey results obtained at Hokkaido University over the last three 
years.  After the introduction of a new entrance system in 2011, the ratio of the students who had 
experience of active learning increased. Weak points of our university were also revealed by this 
survey. Our government has asked us to educate students to play internationally active roles. How-
ever, the results regarding English-language skills, leadership and human communication were not 
so good. We have has introduced a new system called the “Nitobe College” to solve these problems.
     Through this questionnaire survey, we have been able to identify the characteristics of our uni-
versity and focus on active learning and the introduction of the new entrance system. In the next 
step, we will compare the learning situation with those of other universities through IR activity and 
analyze the quality of education of the university. This activity will be an important part of the plan-
do-check-act (PDCA) cycle of Japanese universities.
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はじめに

IR（Institutional Research：機関研究）とは，①
自学のデータ収集・蓄積，なかでも②教育機能につ
いての調査分析，そして③大学経営の基礎となる情
報・分析結果の提供を意味する。データとしては，
財務，施設，教員，在学生，卒業生等に関するもの
が考えられる。教育の効果測定の観点からは，通常
講義の中で行われる，学習の成果を直接に評価する
直接評価と，学生調査で行われる，学生の学習行
動，生活行動，自己認識，大学教育の満足度など成
果にいたるまでの過程を評価する間接評価に分類さ
れる。しかし，山田（2012）が指摘しているように，
日本では継続的学生調査の開発と理論構築が遅れて
おり，そのことが，学習成果と大学教育の関係性が
不明確な要因のひとつとされてきた。

一方米国では，UCLA の高等教育研究所（HER）
が開発している CIRP（Cooperative Institutional 
Research Program）とインディアナ大学が開
発している NSSE（National Survey of Student 
Engagement）の 2 つの調査グループ（500 〜 700
校が参加）が形成され，1960 年代から学生調査が
行われ，データが蓄積されてきた。参加校にフィー
ドバックされたデータは各校の IR 部門が受け取り
独自に分析されている。参加校が多いことで，米国
の大学の平均像がわかるとともに，自学の位置を確
かめられることが，この IR 活動の利点といえる。
同時に，高等教育の質保証への要求の高まりを受け
て，教育の改善に向けた教学評価の体制構築が目指
されてきた。

日本においては，2008 年，中央教育審議会（中
教審）『学士課程教育の構築に向けて』の答申で，「各
大学における学位授与の方針等の策定や分野別の質
保証枠組みづくりを促進・支援する」ことが方針と
して示され，「学習成果の測定・把握や，学習成果
を重視した大学評価の在り方などについて，調査研
究を行う」ことが国の方針として掲げられている。

北海道大学では，すでに 2006 年から，UCLA の
アンケートである CIRP を翻案したものを，同志
社大学，大阪府立大学，甲南大学とともに実施し
ていた。その後も北海道大学独自で単発の学習状
況調査を続けてきている（細川他 2007，小笠原他

2007）。その流れの中で，2009 年，文部科学省に
よる「大学教育充実のための戦略的大学連携支援プ
ログラム」の一つとして同志社大学を代表校とする
上記 4 大学による事業「相互評価に基づく学士課
程教育質保証システムの創出〜国公私立 4 大学 IR
ネットワーク〜」（平成 21 年度〜平成 23 年度）と
して選定され，さらにそれを引き継ぎ発展させた「教
学評価体制（IR ネットワーク）による学士課程教
育の質保証」が，平成 24 〜 28 年度文部科学省大
学間連携共同教育推進事業取組として採択を受け，
現在に至っている。この事業には，上記 4 大学に
加えて，お茶の水女子大学，琉球大学，玉川大学，
関西学院大学が参加している。

本報告はこの，「教学評価体制（IR ネットワー
ク）による学士課程教育の質保証」の取組の一環と
して実施された，過去 3 年間の「一年生調査」「上
級生調査」の結果から，北海道大学のデータのみを
取り出し，分析したものである。北海道大学では，
「上級生調査」は 3 年生に対して行っているため，
分析視点としては，① 1 年生と 3 年生の変化　② 1
年生，3 年生それぞれの経時的変化を追っている。
さらに，③アクティブラーニング　④入試制度改革
に着目し，その影響について議論を加える。

1．調査の概要

北海道大学における 1 年生調査および 3 年生調
査は，各年 10 月から 11 月にかけて実施された。
1 年生は，入学後約半年時点での調査ということ
になる。調査は Web 上で行った。回答者数は，
2011 年は 1 年生が 475 名（回収率 19.8%），3 年
生が 564 名（21.7%），2012 年はそれぞれ 1023
名（37.6%），610 名（23.2%），2013 年はそれぞ
れ 724 名（27.0%），291 名（10.9%）であった（安
藤他 2013，徳井他 2013，徳井他 2014，吉田他 
2014）。

2．1 年生，3 年生調査からみえる経時的
変化
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アンケートは，基本属性，学習状況，英語学習状
況，大学生活や教育環境の評価・意識の 4 つの領
域から，1 年生 133，3 年生 123 の質問数で構成さ
れている。本報告では，その中から特に経時的変化
がみられる項目として，授業経験，能力変化，大学
生活への適応，大学の教育・設備・支援に対する満
足度に注目し，分析を行った。

2.1．授業経験

授業経験に関しては 14 問の質問が設けられてい
るが，その中から特徴的な傾向を示している 5 問
に注目し，グラフで表したのが図１である。質問の
回答は，「ひんぱんにあった（3）」，「ときどきあっ
た（2）」，「あまりなかった（1）」，「まったくなかっ
た（0）」の４択であり，それぞれ括弧内の数字に
置き換えて，平均値を算出し，経時的変化の指標と
している。

これらの質問の中で，１年生，３年生ともに過去
３年間平均値が上昇傾向を示しているのは，「学生
が自分の考えや研究を発表する」，「授業中に学生同

士が議論をする」，「授業で検討するテーマを学生が
設定する」，「授業の進め方に学生の意見が取り入れ
られる」の４つの質問であった（図１）。注目すべ
きは，これら４つの授業経験がすべてアクティブ
ラーニングの要素となっていることである。しか
し，近年，多くの教員が積極的にこのような要素を
授業に組み込むようになったのか，それとも学生が
能動的に授業に参加するようになってきたのか，本
稿ではその詳細な分析にまでは踏み込んでおらず，
今後の課題として残されている。

また，「取りたい授業を履修登録できなかった」
は，１年生で高い値を示しているが，これは，
2011 年度に導入した入試制度改革である総合入試
の影響を指摘することができる。総合入試による入
学者の場合，１年間をかけて自ら学部移行先を決定
し，成績による振り分けが行われる。そのため，履
修する授業についてより強い希望を持っていること
との関係が示唆される。尚，この質問は 3 年生に
おいても上昇傾向にあり，学部への移行後も履修に
ついて高い意識を持って臨んでいる様子が浮かび上
がった。

図１．授業を通じた学習経験の頻度の経時的変化（平均値）
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2.2．能力変化

能力変化に関する質問は 14 問設けられている
が，その中から特徴的な傾向を示している６問に注
目し，グラフで表したのが図２である。質問の回答
は，「大きく増えた（2）」，「増えた（1）」，「変化な
し（0）」，「減った（−1）」，「大きく減った（−2）」
の５択であり，それぞれ括弧内の数字に置き換え
て，平均値を算出し，経時的変化の指標としている。

秋に行った調査の結果であり，１年生の場合入学
して半年で明確な能力の向上を感じるのは難しいと
いうのが，結果を概観した解釈である。よって，当
然のことながら，「外国語の運用能力」を除く項目
は全て３年生のほうが能力の平均値が高い値を示し
ている。

過去３年間の経時変化に目を移すと，３年生の場
合，「一般的な教養」，「分析力や問題解決能力」，「批
判的に考える能力」，「国民が直面する問題を理解す
る能力」において，2011 年，2012 年にほぼ同じ
である平均値が，2013 年に上昇していることがわ
かる（図２）。2013 年の３年生は，総合入試入学

の１期生に当たる。つまり，2011 年の１年生の母
集団と 2013 年の３年生は同じ母集団となる。質問
の設計上，過去における回答者に含まれる総合入試
入学者の割合は明らかではないが，2013 年入学者
においては，半数を占めている。これらのことから，
総合入試の導入により，これらの能力の学生の自己
評価が高まっていると見ることができる。また，こ
れらの能力が主にアクティブラーニングによって涵
養されている可能性についても注目すべきであろ
う。

１年生，３年生ともに，「地域社会が直面する問
題を理解する能力」や「国民が直面する問題を理解
する能力」で平均値の向上が見られるのは，2011
年に起きた東日本大震災の影響が考えられる。近年
の自然災害の増加も影響しているであろう。具体的
な行動には起こさないまでも，一人暮らしが約半数
を占める北海道大学の学生にとっては，生活の中で
地域のつながりの重要性などを実感しているものと
想像することができる。

また，「外国の運用能力」については，その低い
平均値が目立つ。３年生については，2013 年に上

図２．入学後の能力変化の経時的変化（平均値）

 

 

 

 
 

-0.4

-0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

2011 2012 2013

平
均
値

（1年生）一般的な教養

（3年生）

（1年生）分析力や問題解決能力

（3年生）

（1年生）批判的に考える能力

（3年生）

（1年生）地域社会が直面する問題を理解する能力

（3年生）

（1年生）国民が直面する問題を理解する能力

（3年生）

（1年生）外国語の運用能力

（3年生）

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2011 2012 2013

平
均
値

（1年生）学生が自分の考えや研究を発表する

（3年生）

（1年生）授業中に学生同士が議論をする

（3年生）

（1年生）授業で検討するテーマを学生が設定する

（3年生）

（1年生）授業の進め方に学生の意見が取り入れられる

（3年生）

（1年生）取りたい授業を履修登録できなかった

（3年生）

-0.3

-0.2

-0.1

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

2011 2012 2013

平
均
値

（1年生）共通教育あるいは教養教育の授業

（3年生）専門教育あるいは所属学科の授業

（1年生）初年次生を対象とした教育プログラム内容（フ
レッシュマンセミナー、基礎ゼミなど）

（3年生）２年次または３年次を対象としたゼミ（演習）など
の教育内容

（1年生）授業の全体的な質

（3年生）

（1年生）将来の仕事と授業内容の結びつき

（3年生）

（1年生）教員と話をする機会

（3年生）



J. Higher Education and Lifelong Learning 22 (2015) 高等教育ジャーナル─高等教育と生涯学習─ 22（2015）

―71―

昇しているものの平均値はマイナスであり，１年生
よりも能力が低下したと自己評価していることがわ
かる。肯定的に見れば，総合入試入学者の１年生か
ら３年生への能力の低下は比較的抑えられていると
言える。北海道大学では，グローバル人材の育成の
ため新渡戸カレッジを創設したが，この教育効果の
検証のためにも更なる経時変化のモニターが重要で
ある。

2.3．大学生活への適応

大学生活に関する７つの質問の回答は，「とても
うまくいった（3）」，「いくらかうまくいった（2）」，
「あまりうまくいかなかった（1）」，「まったくう
まくいかなかった（0）」の 4 択であり，括弧内の
数字に置き換えて平均値を算出した。

ここでの特徴は，３年生において 2013 年に平均
値の上昇が見られることである。７つの質問のう
ち，「大学の学生向けサービスを上手に利用する」，
「大学教員の学問的な期待を理解する」，「効果的に
学習する技能を修得する」，「大学が求める水準に応

えて学習する」，「大学教員と顔見知りになる」の５
つの質問でその傾向が見られる。これも総合入試の
導入による効果と考えられ，学生の学修活動に対す
る取り組みへの積極性が表れている。

2.4．大学の教育に対する満足度

大学の教育・支援に対する満足度に関する問は
12 問あるが，その中から特徴的な傾向を示してい
る５問に注目し，グラフで表したのが図３である。
質問の回答は，「とても満足（2）」，「満足（1）」，「ど
ちらでもない（0）」，「不満（−1）」，「とても不満（−2）」
の５択であり，括弧内の数字に置き換えて平均値を
算出している。

ここでは，３年生の平均値の高さが目立ち，それ
ぞれ質問における経時的変化が上昇傾向であること
も明らかである（図３）。教育面では「２年次また
は３年次を対象としたゼミ（演習）などの教育内
容」，「将来の仕事と授業内容の結びつき」，「教員と
話をする機会」の３つの質問において，2013 年に
平均値が上昇する傾向がある。特に，「２年次また

図３．大学の教育に対する満足度の経時的変化（平均値）
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は３年次を対象としたゼミ（演習）などの教育内容」
は，その傾向が顕著である。総合入試入学者が，１
年間をかけて自ら学部移行先を決定し，成績による
振り分けを経た結果ではあるが，その結果に満足し
ている様子が見てとれる。

3．まとめ

学生の評価から，比較的大きな制度の改革はもち
ろんのこと，些細な変化であっても非常に敏感に感
じ取っていることが見えてくる。IR 活動としては，
関係する様々なデータを突き合わせて統計学的な分
析を行うことも重要であるが，本報告のように，回
答を数値化し，平均値を見るだけでも大まかな傾向
を読み取ることが可能である。そういった意味にお
いて，学生調査は教育改善の効果を測る上での優れ
たセンサーであるということもできよう。これまで
教職員が感覚として捉えていた学生の評価を数値で
確認できることで，教学改善の進むべき方向性と対
策を，データに基づいて判断することが可能となる
からである。つまり，学生調査は，計画，実行，評
価，改善という PDCA サイクルの持続的稼働に向
け，重要かつ有効なデータを提供してくれるという
ことになる。

北海道大学の１年生調査，３年生調査の結果か
ら，「アクティブラーニング」と「総合入試」とい
うキーワードが見えてきた。

2012 年８月 28 日の文部科学省中央教育審議会
の答申の中で，「従来のような知識の伝達・注入を
中心とした授業から，（中略）学生が主体的に問題
を発見し解を見いだしていく能動的学修（アクティ
ブ・ラーニング）への転換が必要である」という方
向性が打ち出されてから，「アクティブラーニング」
の定義，方法，効果についてはさまざまな議論が
重ねられてきている（溝上 2014）。しかし本稿で
は詳細には踏み込んでおらず，あくまで「アクティ
ブラーニング」の要素の入ったアンケート項目に注
目するという限定した視点に留まった上での考察と
なっている。しかしながら，学生から「もっと学生
同士が議論できるような授業を増やして欲しい」と
の意見を聞くことも多々あり，さらには学生調査の

結果からも，大学教育の転換を学生と教員が共に意
識し始め，授業形態に影響を与えている可能性が示
唆されたといえよう。

また，入試制度改革として 2011 年度から北海
道大学で導入された総合入試との関連が示唆され
るデータが示されている。能力変化の項目と大学
の教育・支援に対する満足度の項目の全般におい
て，2011 年，2012 年にほぼ同じである平均値が，
2013 年に上昇している。2013 年の３年生は，総
合入試入学の１期生であることから，この符号は偶
然としてではなく，総合入試による何らかの作用と
捉えて良いと考えられる。2013 年の３年生調査の
結果から，総合入試１期生の３年生は学内の教育環
境をより積極的に利用し，能動的な学修活動を展開
している様子が伺える。つまり，成績による振り分
けをかいくぐり，能動的に自らの移行先を決定する
という過程が，個人の能力の向上につながっている
と見ることもできる。しかし，いっぽうで，人間関
係の構築やリーダーシップなど，社会で生きる力の
育成に関する自己評価では，明確な伸長が見られて
いないという現状もある。

北海道大学としては，入試改革などに視点を定め
た経時的変化を議論できるデータが揃い始めたとこ
ろである。今後も，本報告を踏まえ，大まかな傾向
を捉えつつ，より細部にわたる深い議論へも展開し
ていきたい。
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